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1 .  イントロダクション 

近年のグローバル 化の進展は、 貿易、 投資 

等の量的拡大に 止まらず、 それらを通じた 国 

際分業の進行、 ひいては各国の 産業構造の質 

的 変化をもたらすものと 考えられている。 殊 

に 現在、 積極的に経済統合を 進めている EU 

において、 域内各国は各々の 産業構造がどの 

ように変化するのか 強い関心を持って 注視し 

ている。 即ち、 域内のコア諸国は 成長産業に 

特化し、 周縁諸国は成熟産業に 特化すること 

で、 結果的に周縁諸国は 経済的に取り 残され 

るのではないか、 また、 国の産業構造が 特定 

の産業に特化した 場合、 何らかの外的ショッ 

クに 対して極端に 脆弱になってしまうのでは 

ないかと懸念されている ( 抽目 nger l999)0 

これまで特化については 国際貿易論あ るいは 

経済地理学などの 領域で、 理論的、 実証的な 

研究が行われてきたが、 その経済発展に 対す 

る含意や進行の 程度については 必ずしも定見 

が得られていない (W0 ば maW.Sc 血 itzer 

1999) 。 

一方、 情報技術の急速な 発展等により 刺激 

された企業活動のネットワーク 化の急速な進 

展を背景に、 経済分析やイノベーション 分析 

において「クラスター」概俳が 注目を集めて 

いる l 。 r クラスター」については 研究者間で 

未だ共通の認識に 至っているわけではないが、 

その代表的な 考え方としては、 「付加価値生 

産連鎖において 互いに強く相互依存している 

企業 ( あ るいは大学等の 特別な主体 ) の生産 

ネットワーク」というものが 挙げられる 

(Roelandt@1999)o 

本稿は 、 国 レベルの特化の 経済的効果及び 

その要因を分析するにあ たって、 重要なポイ 

ントであ る産業間の相互依存が 従来あ まり注 

意を払われてこなかったことを 指摘し、 「ク 

ラスター」概俳をこの 特化分析に適用するこ 

とが有効であ ることを示そうとするものであ 

る 。 

2.  国 レベルでの「特化」 

EU では、 経済統合に伴って 産業立地がど 

のように変化するのかが 注目を集めている。 

即ち、 中核部分に成長産業が 集中してしまい、 

周辺部分に成熟産業が 取り残されるのではな 

いか、 また国の産業構造の 特化が進んだ 場合、 

外的ショックに 対して極端に 脆弱になってし 

まうのではないかとの 懸念があ る ( Ⅲ 申 nger 

  

1  この「クラスター」概俳は 必ずしも新しいもの 
ではなく、 19  世紀末には既に Schumpeter 
が " № n ㎝ ation  cIusters" という概念を 提示して 

いる (DeBresson  et  al. 1999)0 
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1999) 。 また経済統合に 伴う輸送コストの 

減少は、 経営管理や研究開発をはじめとした 

本社機能を中核 回 に置き、 生産機能を生産コ 

ストの低い周縁地域に 置くという企業内にお 

ける地域特化が 進むことが予測されている 

(Wolfmayr ， Schnitzer@1999)o 

産業立地ないしは 産業集積と同レベルでの 

特化は、 同一の現象ではないが、 互いに強く 

関連しており、 国際貿易理論や 経済地理学の 

分野で、 理論的、 実証的に様々な 研究が行わ 

れている。 早くは Adam Smith が「特化の 

経済性」の存在を 指摘し、 その源泉は分業に 

あ ると主張している。 但し、 この分業に伴う 

専門性あ るいは熟練度の 向上による生産性の 

上昇と、 国全体の集計的な 意味での産業の「特 

化」とは同一の 概念とは言えない。 集計的な 

意味での「特化」は、 「特化の経済性」より 

も 、 むしろ「規模の 経済性」に関連している 

㏄ angetal. 1993)0 

理論面では、 伝統的な経済学は 比較優位に、 

また新貿易理論は 規模の生産性に、 それぞれ 

その根拠は異なるものの、 国際的に分業を 行 

う ことが全体的な 厚生の向上に 適うと考えら 

れている。 輸送コストあ るいは移転コスト 等 

を考えなければ、 特化は経済合理性に 適うこ 

ととされているが、 当然発生する 輸送コスト 

等を考慮すると、 その大きさ次第で 必ずしも 

特化が経済的に 有利とは限らない。 またダイ 

ナミックな観点から、 特化することによって 

経済成長が促進するかどうかは 明確ではない 

(Wolfma 打 ・ Sc ㎞ itzerl999) 0 

実証面について 見ると、 研究によって 取り 

上げている経済指標 ( 生産、 付加価値、 貿易 

等 ) が異なり、 また特化を絶対的指標で 評価 

するのか、 相対的指標で 評価するのかなど、 

評価手法が異なっている。 このため、 実際に 

一般的傾向として 国 レベルでの特化が 進ん d 

でいるかどうかについては 必ずしも一定の 結 

果は得られていない。 但し、 研究開発活動の 

方が、 経済活動よりも 特化度が高いという 点 

ほ ついては見解が 集約されてきている ( 勝木 

1998, DeBresson et al. 1999)0 更に理論面 

と同様にダイナミックな 視点から見て、 特化 

が経済成長を 促進するかどうかについても 定 

見は得られていない ( Ⅲ gmngerl999)0 

いずれの場合にしても、 垂直的な取引関係 

を考慮している 例はあ るものの、 特化現象と 

密接に関連していると 考えられる産業間の 相 

互作用については 十分な注意が 払われている 

とは言えない 状況にあ る。 

3 . 「クラスター」概俳 

近年、 イノベーション 研究の分野では、 

National lnnovation Sys ㏄ ms (NIS) 概念が 

重要視されてきている。 研究者の間で 必ずし 

もその定義は 同一ではないが、 共通する特徴 

としては、 (D) イノベーションにとって 異な 

る主体 ( 企業、 大学、 政府等 ) 間の相互作用 

が重要であ り ( 相互依存性 ) 、 また㈹ イ / ベ 

一 ションの過程は Institution によって支配 

される ( システム特性 ) という認識が 挙げら 

れる (Roelandtetal.1999)0 

NIS の概念が深化するにつれて、 その 要 

素 、 例えば、 企業、 大学、 公的研究機関等々 
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もまた、 それぞれにグループ 化、 システム化 

あ るいはネットワーク 化していると 認識され 

るようになってきた。 これらのグループがク 

ラスターとして 認識されている。 これらの ク 

ラスターは 、 先に挙げた相互依存性とシステ 

ム特性を有しており、 NIS のサブセットと 

みなすことも 可能であ る。 

クラスターは、 経済合理性の 基づき、 各経 

済 主体が自発的に 形成していくものと 考えら 

れている。 しかも、 その深化は経済発展にと 

って重要な要素であ るとの認識が 高まってき 

ている。 このため、 一部の国では「クラスタ 

一 」概俳に基づいて、 企業のネットワーク 化 

を促進する政策を 打ち出しはじめている。 日 

本における産学連携の 強化もこの動きの 一つ 

と認識することができる。 

しかしながらクラスタ 一の概念は未だ 十分 

に 整理されているとは 言えない。 現在のとこ 

ろ、 これらのクラスターは、 研究者の間で 一 

意のものではなく、 その立場によって 産業レ 

ベルのクラスター、 企業レベルのクラスター、 

技術レベルのクラスタ 一など様々なレベルの 

ものが考えられている。 (OECD l999b) 。 こ 

の場合のクラスターは、 実体的なものという 

よりも分析のための 操作概念であ るといえる。 

それ故、 分析の目的に 応じて 可塑 的なのであ 

る。 混乱を避けるため、 以下では、 このよう 

な拡張された 広義のクラスタ 一については 

「クラスター」と 表記することとする。 

「クラスター」は、 対象とする主体のレベ 

ルだけではなく、 各主体 問の リンクをどのよ 

うに捉えるかによって 異なってくる。 代表的 

な リンクとしては、 (1) 取引、 (2) イノベーシ 

ョン、 (3) 知識、 (4) 共通知識基盤、 などがあ 

る (OECD Ⅰ 999a)o 

具体的に見ると、 産業レベルの「クラスタ 

一 」としては、 典型的には取引をリンクとす 

る産業連関分析が 挙げられるが、 他にも企業 

レベルのアンケート 調査を集約することによ 

って、 イノベーションをリンクとする 分析も 

行われている。 当然のことながら、 リンクを 

イノベーションと 捉えた場合のクラスターと 

取引と捉えた 場合のクラスターとは 一致しな 

い。 この場合については、 実証分析を通じて、 

フランス等の 経済的大国については 両者はか 

なり似通っているが、 デンマーク等の 小国に 

ついてはかなり 大きな差異が 存在することが 

指摘されている① eBressonetaI.1999)0 

一方、 企業レベルの「クラスター」は 、 狭 

義の クラスターとほぼ 同じであ り、 最も認識 

が容易であ る。 経済活動の主体であ る企業同 

士あ るいは個々の 大学や政府研究機関等との 

間に存在する 関係に基づくもので、 企業グル 

一プ を一つの典型として、 近年、 特にその重 

要性を増してきている 戦略的提携や 取引関係 

などに基づくビジネス・ネットワークなどが 

対象となる。 

技術レベルでの「クラスター」としては、 

特許データに 基づく技術連関分析等が 挙げら 

れる。 これらの「クラスター」はリンクを 知 

識と捉えているが、 特許は単なる 知識ではな 

く 新規性が求められるため、 ユニバーサルな 

意味での知識リンケージではなく、 国別知識 

リンケージあ るいは知識生産リンケージ と捉 
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えられる。 

以上のように、 「クラスター」分析 2 は 、 様々 

な相互作用が 満ちあ ふれている現実の 経済活 

動を反映したものと 言える。 また、 アウト ソ 

一 シング、 戦略的提携の 増加など近年の 企業 

マネジメントの 変化もまた産業間の 相互作用 

を捉えようとする「クラスター」分析の 必要 

性を増大させている。 しかしながら、 企業間 

連携等についての 包括的データは 現在までの 

ところ存在しておらず、 データ面で制約があ 

ること ( 既に確立されている 産業連関表、 特 

許を用いた分析等を 除く ) は大きな問題であ 

る。 このため、 「クラスター」分析は 概ね 質 

約分析に止まるを 得ず、 また分析の結果とし 

て得られたクラスタ 一間の比較は 容易ではな 

い。 「クラスター」分析は 他の手法による 補 

完が必要とされる㏄ oelandtl999)0 

4. テクノロ ごノ 。 p. クラスターの 言事十片 損 Ⅰ 

本節では、 ごく簡単なものではあ るが、 「ク 

ラスター」分析を 特化分析に適用した 例を示 

す 。 ここでは特許を 用いて米国製造業の 技術 

構造を分析する。 特許を用いた「クラスター」 

分析にはいくつかの 方法があ る。 代表的なも 

のとしては (a) 複数の技術分類にまたがる 特 

許に 基づくもの (Co,clasS 由 cationMeth0d) 、 

① ) 引用一枝引用関係に 基づくもの (Citati0n 

Method) があ る。 ここでは、 技術の構造を 明 

らかにするという 目的に鑑み、 (a) の方法を 

用いることとした。 (a) の手法を 1991-95 年 

の米国特許に 対して適用することにより、 

Co.claSsi 且 cation Matrix が得られる。 この 

Matr 洩を産業別に 集約することにより 8 、 

TechnoloWCAlus ね rMa 亜 iX  を得る。 最後に 、   

「クラスター」分析の 際に重要となるのは、 

どの範囲までを 一つのクラスタ 一に含めるか 

であ る。 この選別作業をカットオフと 呼ぶ。 

現在までのところ 客観的なカットオフの 基準 

は存在しない。 分析の目的に 応じ、 また基準 

の変動に対する 頑健性を確認しつつ 定めてい 

く① eBresson et al. 1999) 。 ここでは 5% 基 

準を用いた。 

以上の分析の 結果を Fig. 1 に示す。 米国 

には大きく二つの 技術クラスター、 化学クラ 

スター ( 化学、 アラ 万イソク 、 窯業、 薬品 ) と電 

気 機械クラスター ( 電気機械、 事務用機器、 

一次金属 ) が存在することが 示されている。 

米国において 相対的に競争力があ る化学産業 

( 経済活動の面で 特化度が高 い ) では、 個別 

に 見た場合の研究開発活動への 注力は 相対的 

に低調 ( 研究開発での 特化度が低い ) であ る 

㏄ atsumo ぬ 1999) 。 化学産業における 産業 

連関表に表れる 取引面での相互作用は 必ずし 

も高いものではなく、 この経済活動と 研究開 

発活動との格差の 原因としては、 ここで示さ 

2 ここではクラスタ 一概念を用いた 分析のこと 

を、 統計学的手法としてのクラスタ 一分析と区 
別する意味で、 「クラスター」分析と 表記する 

こととする。 

8 米国特許分類は、 使用目的に沿う 形で作成さ 
れており、 国際特許分類と 比較すると特許分類 
を産業分類に 対応させることは 相対的に容易で 
あ る。 米国特許庁は、 特許分類と産業分類との 
対応表を作成している。 

一 420 一 



 
 

 
 

2
%
3
 

㏄
㏄
 

㌃
 
笘
 
㏄
㏄
㏄
㏄
 

鯨
 
㏄
㏄
㏄
㏄
㏄
㏄
 

 
 Fig ， 1@Technology@Cluster@of@US@Manufacturing@Industries 

れているように 化学産業においては 技術レベ 

ルで産業間相互作用が 高いことが一つの 要因 

になっているものと 推察される。 

5.  考察 

以上で述べてきたよ う に「クラスター」分 

析と、 従来型の産業セクタ 一分析に基づく 特 

化分析は、 相互補完の関係にあ る。 「クラス 

ター」は、 本質的に「空間」概俳を 含まない 

ユニバーサルな 概念であ る。 このことは、 多 

国籍企業の存在や 国際的な戦略的提携の 増加 

などを見れば、 明らかであ る。 もちろん、 ク 

ラスタ一の形成に「空間」は 大きな影響を 及 

ぼしている。 この「空間」概俳には、 地理的 

な要素だけではなく、 社会・文化的な 要素も 

含まれている。 近年のグローバル 化の進展に 

よって変化の 兆しはあ るものの、 一般に イ / 

べ一 ション・パターンは 国 毎に異なることが 

知られている (OECD l999a) 。 一方、 国レ 

ベルでの「特化」あ るいは「集積」は、 本質 

的に「空間」概俳がべ ー スとなった概念であ 

る。 しかしながら、 どちらの概念も 他の国と 

の相対的な比較の 基に存在している 概念であ 

り、 グローバルな 経済を双提としている。 こ 

のように「クラスター」と「特化」との 間に 

は、 本質的な違いが 存在している 一方で、 密 

接に関連しているという 緊張状態が存在して 

いる。 このことは両者の 間に強い補完関係が 

存在しうることを 示唆している。 「クラスタ 

一 」概俳を特化分析に 適用することによって 

より深い理解が 得られるものと 期待される。 
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